
これまで大学教育再生戦略推進費（以下、再推費）では、教育再生実行会議や中央教育審議会等において提言された
大学教育改革を推進するため、設置形態を超えた競争的環境の下で、以下の枠組みに当てはまる事業を対象としてい
る。

○ 世界をリードする教育研究拠点の形成
○ 革新的・先導的な教育研究プログラムの開発に関する大学の優れた取組

国公私立大学を通じた大学教育再生の戦略的推進

① 学長が申請するコンペ方式により、優れた取組を重点的に支援
② 学識経験者等の外部有識者による公平かつ厳正な審査を経て採択校を決定
③ 各年度のフォローアップ、中間・事後評価を徹底し、成果を明確化
④ 各プログラムの成果の公表・普及を徹底し、高等教育全体の改革を推進

（国費を投入するに相応しい大学を厳正に採択するために）
公募・審査・採択・執行・評価については、共通指針により運用を統一化
・ 特に、各プログラムの公募・採択にあたっては、共通の申請資格・申請要件を設定
・ 外部有識者で構成される委員会等における競争的環境下での審査を経て、採択校を決定

基本運営方針

スピード感が必要な政策を実現するためには、国が主導して新たな教育研究拠点の形成や教育研究プログラムの
構築を促し、速やかに波及させることが不可欠

再推費の目的・必要性

令和２年度 大学教育再生戦略推進費
「知識集約型社会を支える人材育成事業」及び

「大学による地方創生人材教育プログラム構築事業」
合同事業説明会 令和２年２月１３日

事業１ 資料１
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知識集約型社会を支える人材育成事業 令和２年度予算額（案）：４００百万円（新規）

背景

背景・課題

事業概要

Society5.0時代等を支える幅広い教養と深い専門性を持った人材の育成。
社会のニーズに合った教育プログラムの実施を通じ、学長をはじめとする執行部の強い
リーダーシップに基づく必要な体制整備、資源確保、構成員の意識向上。
全学的な教学マネジメント確立。

Society5.0時代等に向け、狭い範囲の専門分野の学修にとどまるのではなく、今後の社会や学術の

新たな変化や展開に対して柔軟に対応しうる能力を有する幅広い教養と深い専門性を持った人材育成

を実現するため、全学的な教学マネジメントの確立を図りつつ新たな教育プログラムを構築・実施。

【目的】

【メニュー】

― 事業期間：最大５年間 財政支援（令和２年度～令和６年度）
― 選定件数・単価：①６件×50,000千円 ②１件×34,000千円

【事業スキーム】
対象：国公私立大学・大学院
取組みの内在化：事業の継続性・発展性確保のため、事業の進捗に合わせ補助額を逓減
（補助期間最終年度の前年に当初予算額の２／３、最終年度に当初予算額の１／３）

⓶出る杭を引き出す教育プログラム

学術研究や産業社会においては、分野を超えた専門知の組合せが必要とされる
時代であり、一般教育・共通教育においても従来の学部・研究科等の組織の枠
を超えた幅広い分野からなる文理横断的なカリキュラムが必要。

産業界においても、新しい事業開発や国際化の進展の中で、高度な専門知識を
持ちつつ普遍的な見方のできる能力を備えた人材育成が求められている。

• 「成長戦略」「経済財政運営と改革の基本方針2019」
• 採用と大学の教育の未来に関する産学協議会「中間まとめと共同宣言」
（2019年４月）において、 Society5.0時代には、専門知識のほかに、
文理の枠を超えた幅広い教養等を身につけることが期待されている。

【関係する文書等】

教育改革に向け対応が必要な事項（例）

事業成果

【事業イメージ】

国際や地域を含めた社会の課題や

技術革新の状況、学生に求める資

質・能力・知識等を具体的に発信

学生の主体的な学修意欲の向上に

資する就職・採用方法への移行

教育プログラムの開発・実施（キ

ャリア教育、講師派遣等）、助言

・評価、成果発信等へコミット

社会大学

（産業界、地方自治体等）

「教育改革」と「マネジメント改革」の一体的展開

大学と社会が相互理解・共通認識のもと新たなタイプの大学教育を実現

学部等の枠を超え
分野融合複数専攻

幅広い学び

レイト
スペシャライゼーション

ダブル・メジャー 分野融合

全学生の基盤となる
体系的に整理された共通教育

修士課程と連携
広さと深さ

学部
2年

学部
4年

修士
2年

修士
(○○学)

修士
(△△学)

博士
(□□学)

学士
(○○学)

分野融合的な
学士(○△学)

～取組の例～

飛び入学

学部早期卒業

大学院早期修了

博士(○○学)

出る杭

日本版
アドバンスト
プレイスメント

教育にフォーカスした産業界や地方自治体等の社会ニー

ズを具体的に把握・分析し、教育改革の具体化に向けた

ビジョン・戦略の策定。

教育・研究上の社会的要請に迅速かつ柔軟に対応するた

め、学部・研究科等の組織間の壁が高く所属組織の権益

を守ろうとする傾向や学内合意形成が困難な状況の打破。

研究業績重視の人事給与マネジメント制度の改革。

研究活動や専門教育を重視する傾向からの脱却（専

門分野に求められる知識量の増加、一般教育・共通

教育の軽視等）。

全学的な教育実施責任体制を有効に機能させ、教育

や学修の質の向上に向けた不断の改善・改革の進捗

管理等のコントロール機能を強化。

学生は、学修の幅を広げることの必要性を実感。

各大学における自主的な改革を、教学マネジメントの専門家も含む

プログラム委員会が後押し（審査・評価・助言）

大学運営や人事給与マネジメント改革
（採用や業績評価における教育能力の
重視、インセンティブの導入等）

大学の組織力の強化（学長補佐体制等
の充実、教職協働の実現等）

教学マネジメント
改革への対応※

全学的な管理運営
体制の強化※

ＦＤ・ＳＤの実質化、教学ＩＲへの理
解促進等

社会と大学の
インタラクション

強化※

大括りの大学入学者選抜（文系・理系に偏った入学者選抜から脱却）

など

～取組みの例～

補助
対象

※改革に向けた道筋の確認等

※改革に向けた道筋の確認等

学部・研究科等の組織の枠を
越え、社会のニーズに合った
新たなプログラム構築

新たな教育プログラムの成果を組織全体に浸透、社会を巻き込んだ不断の教育改革を推進。

これらへの対応と一体的
に教育改革を実現。

各大学が、時代の変化に応じ多様な教育プログラムを持続的に提供してい
くためには、全学横断的な改善・改革の循環を生み出す基盤・システムを
学内に形成することが不可欠。

①文理横断・学修の幅を広げる教育プログラム

（レイトスペシャライゼ―ションプログラム、ダブル・メジャープログラム、分野融合の学位プログラム等）
複数のディシプリンを理解・修得できる教育プログラム（十分な量と質、順次性を有しているカリキュラム（必
修科目や卒業要件として設定等）、週複数回授業の実施など学修の高い質と密度を担保するため取組み等）

理解・修得した複数のディシプリンを、融合・統合する学びのプロセス（講義から卒業論文・研究等まで）

非凡な才能をもった学生に、魅力ある先端研究を見据えた「個別最適化した学び」を実現
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知識集約型社会を支える人材育成事業のメニュー①において求められる要件（イメージ）
以下の条件を満たし、各大学の強みと特色を生かしたカリキュラムを既に各ディシプリンについて資源を有している各学部の再編・協働、

大学間連携等による確立する。

★必修科目、卒業要件として設定
★徹底した履修指導

学生の学問体系を意識しない科
目選択や単位取得の難易度に応
じた科目選択

□□学 △△学

科目間の内容の調整と履修要
件（推奨・必須等）の適切な
設定

○○学 ××学 １つのディシプリンに
のみに基づく卒業論文
・研究等

卒業プロジェクト

国内外
インターンシップ

講義・実験

卒業論文・研究

演習・実験

地域体験活動

○○学 ××学

一般教育科目と専門教育
科目における関係性が十
分整理されていない

◆入試の大括り化が行われ、柔軟な転学部等が可能となること。

◆順次性の例
基礎→発展→応用
講義→演習・実験

◆十分な量と順次性を確保する
ためには一定の時間の確保

・複数の科目がそれぞれ関係性がなく配置されている状況

◇◇学

○○学

１つのディシプリンを深く学び、
複数のディシプリンの基礎を学ぶ ２つのディシプリンを

深く学ぶ

学士課程等を通して学んだデ
ィシプリンを学生自身の中で
融合と総合が行われること。

1. 明確な人材養成目的が設定された上で、複数のディシプリンを身に
つけることが確実に求められるカリキュラムが設計されること。ま
た履修要件や履修指導により、それが担保されること。

2. 複数のディシプリンで身につけた内容を統合し、実社会に適
用することができる能力を培う学びのプロセスと集大成が準
備されること。

3. 各科目が主専攻・副専攻それぞれに相応しい求められる水準のディ
シプリンを身につけさせる上で、十分な量と質、順次性を有するも
のになること。

4. 一般教育科目と専門教育科目における役割分担が適切に行われるこ
と

5. （レイトスペシャライゼーションを取り入れた構想の場合）

「深い教養」

◆質が高く密度の高い学修を担保する
ためには、学事暦の見直しも必要
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知識集約型社会を支える人材育成事業のメニュー②において求められる要件（イメージ）
以下の条件を満たし、各大学の強みと特色を生かし、特定の分野で特に優れた資質を有する学生に対し、早期にオーダーメイドで質の高い

教育を施す教育プログラムや実施体制を、高等学校・大学・大学院や大学間の連携等による確立する。

大学カリキュラム自体の質を
高め厚みを増す工夫
学部間・研究科間を越えた連
携、飛び入学プログラムに専
従する教員、ＴＡやメンター
の配置等

単なる専門教育の追加

一年早く入学した学生と同じ
単なる「早期教育」

飛び入学制度、早期卒業制度等
の活用
高度な教育内容の提供や、上位
教育課程科目の早期履修等

１．高校教育から大学院教育までの連携し、学生の能力に応じた
柔軟な教育プログラムの構築（タテの連携）

２．飛び入学で入学した学生の関心や研究分野等に応じた科目の提供、
きめ細やかな指導を実現するための体制確保（中身の拡充・
ヨコの連携）

３．社会とのインタラクション
高等学校

修士課程

博士課程

高等学校

学士課程

学士課程

修士課程

博士課程

学士課程

修士課程

博士課程

「飛び入学」実施大学間の連携
「飛び入学」に関する受験生本人、保護者，高等学校教員，企業等
の意識改革
社会のニーズを受けた人材像

その他、重視すべきと考える取組（要素）

＜高大接続＞
高等学校段階における大学の単位を取得する取組
ＳＳＨ等における連携強化
科学実験教室やポスターコンテストなどの高校生の進学意欲や学習
意欲を喚起するイベントの開催

＜入試＞
特に優れた資質の認定を行うための工夫
意欲や修学可能性などを総合的に評価する入学者選抜の実施

＜教育課程＞
特に優れた分野以外での学力や知識を補うための学修支援
早期入学者プログラムに、普通入学者から発掘した特に優秀な学生
を合流される取組
海外語学研修や研究目的の海外留学

＜組織体制・指導体制＞
学内における明確な位置づけ（一部局の取組ではない）
教育体制（専任教員および学内の関係学部の兼務の協力体制）

連携・支援

連携・支援

連携・支援

連携・支援

連携・支援
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知識集約型社会を支える人材育成事業 実施スケジュール（現在のイメージ）

◆令和２年度

4月末頃 公募開始

5月初旬 公募説明会の開催

6月末 公募締切り

8月 面接審査

9月初～中旬 選定結果公表

9月下旬 交付内定（事業開始）

◆令和４年度
中間評価の実施 → 評価結果の公表、翌年度以降の配分額に反映

◆令和５年度（事業終了後）
事後評価の実施
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